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研究成果の概要（和文）：1990年代の選挙制度改革によって、国政での政党間競争は、自民党と民主党の二党に収斂し
ていったように見える。しかし地方では、大阪や名古屋など都市的地域での地方政府の長による新党の設立など、地方
分権で権限を獲得した長を軸とした政治的競争が行われる一方、個人中心の選挙で選ばれる地方議員への政党の統制は
困難であった。地方での多様な政治的競争は、二党制による政党システムの制度化を阻害しており、自民党の一党優位
政党制に代わる政党システムの制度化が進んでいない。

研究成果の概要（英文）：The electoral system reform in 1990s was intended to establish two party system 
in Japan, and the Democratic Party became the leading opposition facing off against the ruling Liberal 
Democratic Party. However, the two parties competition did not occur in local politics, in which 
governors and mayors who acquired political power and influence through the decentralization reform 
generate political competition around them by establishing their regional parties. In addition, political 
parties are hard to discipline the local assembly members who are elected by Single Non-transferable 
Voting system which encourages personal vote to individual candidates, so that local politics are likely 
to be fragmented. Such multimodal competitions in local politics impede the institutionalization of party 
system in Japan after the LDP dominant party system collapsed.

研究分野：政治学
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１．研究開始当初の背景 
申請者は，これまでに地方政府における二
元代表制についての分析として、都道府県レ
ベルの地方政府を対象として知事と地方議
会の協調と対立が政策を規定することを論
じた著書をまとめた（砂原庸介、2011、『地
方政府の民主主義』有斐閣）。これは本研究
の問題意識の前提を構成するものであり、特
に 1990 年代以降の地方政治が、それ以前の
保守－革新の対立のような、あるいは自民党
と民主党の二大政党間の政治的競争といっ
たような中央政府レベルでの対立をそのま
ま引き移したものではなく、地方における独
自の対立軸で動くことを示している。 
そのうえで申請者は、選挙制度改革の効果
によって国政レベルでの二大政党化が進む
一方で、地方政治レベルでは、地方分権改革
によって権限移譲が進み、特に知事の権限が
強化されたことを背景として、必ずしも全域
的な二大政党化は見られず、地方政治におけ
る政治的競争が多様化していることを明ら
かにした。具体的には，選挙区の大きさや知
事の政党所属が、各都道府県議会における政
党間競争に影響を与えていることを指摘し、
複雑な地方議会議員の選挙制度や二元代表
制が、地方政治の多様性の原因となっている
ことを示した。 
それに加えて、地方分権改革を経て地方政
治レベルの影響力が大きくなるに連れて、自
民党の地方組織や国会議員を中心とした政
治家のキャリアが、地方政府における知事の
求心力を軸とした行動のパターンを生み出
していることを明らかにしている。地方議会
において強い勢力を保ち，知事との関係も良
好な状態にある都道府県の自民党地方組織
では、政党執行部が強いと考えられていた小
泉政権期でさえ強い自律性を発揮すること
があった。さらに国会議員にとって、地方の
首長という地位の重みが増しており、従来の
ように地方から国へとステップアップする
という一元的なキャリアパスが成り立たな
いことを示した。これらの証拠は，単に国政
に従属する地方政治という従来の理解とは
全くことなる現実を示すものであると考え
られる。 
また申請者は、このように地方政治が知事
と地方議会という軸で動くということが、必
ずしも近年に特有の現象ではなく、自民党の
一党優位政党制の時代においても、知事選挙
での自民党分裂というかたちで現れていた
ことを示した。当時の自民党地方議員は、国
政とのパイプを重視して地方レベルでは統
合することを求められていたが、同時に国会
議員の系列間の対立や、地域間の対立といっ
た潜在的な対立軸が存在していた。それが知
事選挙、とりわけ自らと関係が薄い非同日選
挙において表面化する傾向が強かったこと
を確かめることができた。 
申請者が日本政治を対象として明らかに
してきたように、地方政治において国政と異

なる対立軸で政治的競争が行われることは、
近年の国際的な研究においても注目されて
いる。Chhibber, P. K., and K. Kollman, 2004, 
The Formation of National Party Systems: 
Federalism and Party Competition in 
Canada, Great Britain, India, and the 
United States, Princeton UPの先駆的な研
究に続く多くの研究は、地方における政治的
競争の多様性に注目しながら、国レベルでの
権力の集中の度合いが全国的な政党システ
ムのあり方に影響を与えていることを議論
している。また、地方政治に注目する観点か
ら、全国的な政党だけではなく特定の地域に
おける地方政党の出現を論じた研究も数多
く発表されている。 
その中でも注目されるのは、国政と地方政
治の関係を視野に入れながら、「政党システ
ム の 制 度 化 」 を 論 じ る 研 究 で あ る
（Mainwaring, S., 1999, Rethinking Party 
Systems in the Third Wave of 
Democratization: The Case of Brazil, 
Stanford UP.など）。「制度化」という言葉が
示すように、この概念は、政党と有権者の関
係について、有権者の間で政党間競争のパタ
ーンやその前提となるルールが広く共有さ
れるとともに、有権者の行動がそれを補強し
ていくことを含意している。制度が変わって
も、政党や有権者がすぐに制度の意図するよ
うに行動を変えるわけではなく、新たな状況
を踏まえて徐々に秩序を形成していくと考
えられるのである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、自民党の一党優位政党制という
かたちで制度化されてきた日本の政党シス
テムが、選挙制度改革を受けた二大政党化に
よって揺らぎ、政権交代によって変容を余儀
なくされたことを受けて、新たにどのような
政党システムが制度化されようとしている
のかを分析することを目的とする。民主党に
よる政権交代が実現しても、それはすぐに国
と地方を通じた日本の政党システムにおい
て二大政党制が定着することを意味せず、依
然として地方政治における政党の再編成は
続いている。そのような中で、今後の日本の
政党システムがどのように制度化されてい
くかについて、特に地方政治の観点から分析
を進める。 
国政レベルの選挙制度改革によって二大
政党化が進展しているように見えても、大阪
や名古屋など一部の地域での地方政府の首
長による新党の設立など、地方によって多様
な動きが見られており、これは国政における
二大政党化と軌を一にするものではない。二
大政党化の基底にある地方政治レベルでの
補完的な反応が十分に進んでいなければ、全
国的な「政党システムの制度化」が確立して
いるとは言い難いのである。しかし、この概
念はいまだ形成途上で、検討の余地が大きい。
まさに現在、新たな政党システムの制度化の



過程にある日本を事例として分析を行うこ
とで、国際的にも注目されている「政党シス
テムの制度化」の議論に対して理論的な貢献
を行うことが、本研究の最終的な目的となる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、地方自治体において国政とは
異なる政治的競争が生じることに注目した。
特に分析の対象としたのは大都市の政治で
ある。とりわけ本研究の研究期間中には、橋
下徹大阪市長が率いる大阪維新の会が、大阪
府・大阪市において、国政とは異なるかたち
での政治的競争を生み出していた。このよう
な大阪での政治的な動きに注目しながら、国
政と地方政治を通じた政党システムの制度
化について分析を行った。 
具体的な分析の手法としては、まず大都市
における政治についての歴史的な経緯を参
照しながら、自民党一党優位政党制における
大都市の政治と、1990 年代の選挙制度改革・
地方分権改革以降の大都市の政治について
の比較を行っている。具体的には、自民党長
期政権期における革新自治体と、自民党長期
政権以降の無党派首長の時代における政党
間競争を比較しつつ、それぞれの時代におけ
る国政の政党システムとの連関を分析した。 
さらに、全国の都道府県議会議員を対象と
したサーベイ調査のデータ（「マルチレベル
の政治制度とその政治的帰結に関する比較
研究」（研究代表者・建林正彦、研究課題番
号・24530134）の成果）を用いながら、国政
と地方政治の結節点となっている都道府県
議会議員の行動を分析したほか、ヒジノ・ケ
ン京都大学大学院法学研究科准教授と共同
で作成した地方議員の選挙公報に関するデ
ータセットを用いて、計量的なアプローチで
国政と地方政治の連関について分析した。 
 
４．研究成果 
大都市の政治と、その国政との連関につい
て分析を行った成果は、著書⑥にまとめられ
ている。この研究において、申請者は集合的
な利益を志向する首長と個別的な利益を志
向する地方議員、東京とそれ以外の大都市、
そして都市と農村という3つの対立軸を析出
した上で、その対立軸に基づいて、戦前から
の大阪の地方政治について分析を行った。こ
の分析では、大阪をはじめとする東京以外の
大都市が、都市計画制度・財政調整制度のも
とでいわば「搾取」され続けてきたことと、
自民党長期政権の関係を明らかにしつつ、自
民党長期政権崩壊後の無党派首長・大阪維新
の会の台頭について理論的な説明を行って
いる。そのうえで、現在の大都市をめぐる「都
市官僚制の論理」と「納税者の論理」の対抗
関係を析出し、現在の二元代表制や地方議会
の選挙制度が行き詰まりを作り出している
ことを論じた。 
この研究に関連するものとして、大阪維新
の会が、有権者に対して「大阪維新の会かそ

れ以外か」という選択を突きつけていく 2010
年前後の大阪の地方政治をより詳細に描き
出したもの（学会発表③、著書⑤）があるほ
か、大阪以外の大都市として政令指定都市に
拡張した研究（著書③）や都市自治体の庁舎
に注目しながら戦前戦後を通じた中央地方
関係の動態について分析した研究（著書②）
を発表した。 
このように、本研究期間中は、当初の想定
よりも大阪を中心とした大都市の政治と国
政との連関に注目しながら成果を挙げるこ
とになった。それ以外の計量的なアプローチ
を用いた研究成果としては、まず都道府県議
会議員サーベイ調査を用いて行った分析が
ある（雑誌論文③）。これらの分析では、都
道府県議会議員が国と地方の結節点として
の役割を果たすだけではなく、国政志向の強
い議員や他のレベルの選挙に関心を持たな
い議員の存在を明らかにし、それが選挙にお
ける自律性に起因することを議論した。また、
自民党・民主党の都道府県連組織へのヒアリ
ング・サーベイをもとにした分析（著書④）
では、日本の政党地方組織の特徴について検
討し、政党の中央組織や地方議員との関係の
持ち方の実態について明らかにしている。さ
らに、大阪市・名古屋市を中心に地方議会議
員選挙の選挙公報データを収集した分析で
は、地方議員候補が首長や国会議員との関係
を有権者に対してどのようにアピールして
いるかを検討し、地方議員にとって国政政党
だけではなく政治的な中核となる知事・市長
の重要性が強く認識されていることを明ら
かにした。 
さらに、本研究課題以前に助成を受けてい
た研究課題（「中央地方関係の変容と政党政
治」（研究代表者・砂原庸介、研究課題番号・
21830094））の成果と併せて、自民党長期政
権崩壊後に政党システムの制度化が進まな
いという問題について、その重要な要因とし
て地方自治体の二元代表制と議会の選挙制
度、そして参議院の選挙制度を考えるべきで
あるという本研究課題のまとめとなる議論
について、日本比較政治学会の共通論題で報
告を行った（学会発表②）。この報告をベー
スとして、まとめとなる単著の刊行を目指し
たが、本研究課題の期間中には単著の刊行ま
でには至らなかった。 
その他、純粋な学術研究とは異なるが、上
述のように本研究を通じて、首長とは別にい
わゆる中選挙区制（複数当選単記非移譲式／
Multi-Member District / Single Non- 
Transferable Voting）という地方議会の選
挙制度が、政党システムの制度化を妨げる重
要な要因であることを明らかにしたことを
踏まえて、その変更の可能性について広く社
会に問うことを狙った著作を出版した（雑誌
論文②、著書①）。 
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